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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第15期

第２四半期
累計期間

会計期間
自 2022年10月１日
至 2023年３月31日

売上高 (千円) 3,894,067

経常利益 (千円) 393,835

四半期純利益 (千円) 249,488

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) －

資本金 (千円) 30,000

発行済株式総数 (株) 2,000,000

純資産額 (千円) 986,404

総資産額 (千円) 9,447,340

１株当たり四半期純利益 (円) 124.74

潜在株式調整後１株当たり四半期純
利益

(円) －

１株当たり配当額 (円) －

自己資本比率 (％) 10.4

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 1,012,708

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △2,537,178

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) 1,191,009

現金及び現金同等物の四半期末残高 (千円) 309,479

回次
第15期

第２四半期
会計期間

会計期間
自 2023年１月１日
至 2023年３月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 81.71

(注) １．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であ

り、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

３．１株当たり配当額については、配当を実施していないため記載しておりません。

４．当社は2023年２月９日開催の取締役会決議により、2023年２月28日付で普通株式１株につき100株の株式分

割を行っております。当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益を算

定しております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

該当事項はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 経営成績の状況

当第２四半期累計期間（2022年10月１日～2023年３月31日）におけるわが国の経済は、依然として、ロシア・ウ

クライナ問題の長期化や金融政策等を背景とした世界的な資源価格の高騰、急激な円安の進行や物価の上昇等によ

り、依然として景気の先行きは不透明な状況が続いております。一方で、新型コロナウイルス感染症の影響が和ら

ぎ、社会経済活動の正常化が進んでいることから、当社を取り巻く事業環境は改善傾向にあります。

こうした状況のもと、当社の主たる事業である不動産賃貸業界においても、東京都心部のオフィス空室率が回復

基調をみせるなど、緩やかに需要が戻ってきております。その一方で、低稼働に悩むホテルや商業施設からオフィ

スへの用途変更やサテライトオフィスの需要拡大をはじめとして、働き方・働く場所の多様化の進行によって、新

たなオフィス需要が生まれております。

このような状況の中、当社の強みである技術力・企画力・運営力を活かし、時代のニーズを敏感にとらえながら、

競争力の低下した不動産をフレキシブルなワークプレイスへと再生させ、新たな価値を生み出してまいりました。

築古ビルの再生案件のみにとどまらず、新築物件といった開発案件についても実績を積み上げており、着実に事業

を拡大しております。

以上の取り組みの結果、当第２四半期累計期間の業績は、売上高3,894,067千円、営業利益413,545千円、経常利

益393,835千円、四半期純利益は249,488千円となりました。

尚、当社の事業セグメントは、フレキシブルワークプレイス事業のみの単一セグメントであるため、セグメント

別の記載は省略しております。

(2) 財政状態の状況

（資産）

当第２四半期会計期間末における資産合計は9,447,340千円となり、前事業年度末に比べて1,687,229千円増加

いたしました。これは主に、物件取得等による有形固定資産の増加2,282,058千円等によるものであります。

（負債）

当第２四半期会計期間末における負債合計は8,460,935千円となり、前事業年度末に比べて1,437,741千円増加

いたしました。これは主に、物件取得等に伴う短期借入金が1,842,000千円増加したこと等によるものでありま

す。

（純資産）

当第２四半期会計期間末における純資産合計は986,404千円となり前事業年度末に比べて249,488千円増加いた

しました。これは主に、四半期純利益の計上により利益剰余金が249,488千円増加したこと等によるものでありま

す。

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物の四半期末残高は309,479千円となりました。各キャッシュ・

フローの状況とその主な要因は以下のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、1,012,708千円となりました。これは主に、販売用不動産の増減額（△は増

加）586,688千円や、減価償却費176,751千円等が計上されたことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）
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投資活動の結果使用した資金は、2,537,178千円となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出

2,427,256千円等が計上されたことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は、1,191,009千円となりました。これは主に、短期借入金の純増減額（△は減

少）1,842,000千円等が計上されたことによるものです。

(4) 経営方針・経営戦略等

当第２四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

(5) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

該当事項はありません。

(6) 研究開発活動

該当事項はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,000,000

計 8,000,000

(注) 2023年２月９日開催の取締役会決議により、2023年２月28日付で株式分割に伴う定款の変更が行われ、発行可能

株式総数6,000,000株増加し、8,000,000株となっております。

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2023年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年４月25日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,000,000 2,000,000 非上場
単元株式数は100株でありま
す。

計 2,000,000 2,000,000 ― ―

(注) 2023年２月９日開催の取締役会決議により、2023年２月28日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を

行い、発行済株式総数が1,980,000株増加し、2,000,000株となっております。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2023年２月28日 1,980,000 2,000,000 － 30,000 － －

(注) 2023年２月９日開催の取締役会決議により、2023年２月28日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を

行い、発行済株式総数が1,980,000株増加し、2,000,000株となっております。
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(5) 【大株主の状況】

2023年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合

（％）

株式会社サイバーエージェント 東京都渋谷区宇田川町40番１号 1,830,000 91.5

岩本 裕 東京都町田市 130,000 6.5

サッポロ不動産開発株式会社 東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号 40,000 2.0

計 ― 2,000,000 100.0

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2023年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 2,000,000 20,000 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 2,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 20,000 ―

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、第２四半期会計期間(2023年１月１日から2023年３月31日まで)及び第２四半期累計期間(2022

年10月１日から2023年３月31日まで)に係る四半期財務諸表について、三優監査法人による四半期レビューを受けてお

ります。

３ 四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

４ 最初に提出する四半期報告書の記載上の特例

当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同

四半期との対比は行っておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第２四半期会計期間
(2023年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 309,479

営業未収入金 560,933

完成工事未収入金 144,947

契約資産 5,444

未成工事支出金 1,342

未成業務支出金 1,463

前払費用 242,514

その他 103,035

貸倒引当金 △177

流動資産合計 1,368,980

固定資産

有形固定資産

建物 4,700,875

構築物 38,091

工具、器具及び備品 344,382

土地 2,610,484

リース資産 5,412

建設仮勘定 191,774

その他 271

減価償却累計額及び減損損失累計額 △1,809,288

有形固定資産合計 6,082,002

無形固定資産

ソフトウエア 71,526

無形固定資産合計 71,526

投資その他の資産

敷金及び保証金 1,583,601

長期前払費用 576

繰延税金資産 231,237

その他 109,566

貸倒引当金 △151

投資その他の資産合計 1,924,829

固定資産合計 8,078,359

資産合計 9,447,340
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(単位：千円)

当第２四半期会計期間
(2023年３月31日)

負債の部

流動負債

営業未払金 588,622

短期借入金 1,842,000

1年内返済予定の長期借入金 613,937

1年内償還予定の社債 10,000

未払金 126,855

未払費用 102,199

未払法人税等 125,111

前受金 402,388

契約負債 29,997

預り金 173,337

役員賞与引当金 9,000

受注損失引当金 3,828

その他 15,091

流動負債合計 4,042,369

固定負債

長期借入金 2,885,606

預り保証金 1,341,881

資産除去債務 171,185

その他 19,893

固定負債合計 4,418,566

負債合計 8,460,935

純資産の部

株主資本

資本金 30,000

利益剰余金 951,052

株主資本合計 981,052

新株予約権 5,351

純資産合計 986,404

負債純資産合計 9,447,340
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

(単位：千円)
当第２四半期累計期間
(自 2022年10月１日

至 2023年３月31日)

売上高 3,894,067

売上原価 3,273,321

売上総利益 620,745

販売費及び一般管理費 ※１ 207,200

営業利益 413,545

営業外収益

受取利息 3

助成金収入 1,320

その他 105

営業外収益合計 1,428

営業外費用

支払利息 19,057

上場関連費用 2,000

その他 80

営業外費用合計 21,138

経常利益 393,835

特別損失

固定資産除却損 3,351

損害補償損失 10,000

特別損失合計 13,351

税引前四半期純利益 380,484

法人税、住民税及び事業税 124,722

法人税等調整額 6,273

法人税等合計 130,995

四半期純利益 249,488
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
当第２四半期累計期間
(自 2022年10月１日
至 2023年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 380,484

減価償却費 176,751

貸倒引当金の増減額（△は減少） △202

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △9,000

受注損失引当金の増減額（△は減少） 3,636

損害補償損失引当金の増減額（△は減少） △6,133

固定資産除却損 3,351

受取利息 △3

助成金収入 △1,320

上場関連費用 2,000

損害補償損失 10,000

支払利息及び社債利息 19,521

売上債権の増減額（△は増加） △209,861

契約資産の増減額（△は増加） △2,154

販売用不動産の増減額（△は増加） 586,688

未成工事支出金の増減額（△は増加） △1,199

未成業務支出金の増減額（△は増加） △1,463

仕入債務の増減額（△は減少） 166,749

前払費用の増減額（△は増加） △16,168

その他の資産の増減額（△は増加） 464

未払金の増減額（△は減少） 36,557

未払費用の増減額（△は減少） △1,183

前受金の増減額（△は減少） △49,850

契約負債の増減額（△は減少） 2,235

預り金の増減額（△は減少） 3,734

預り保証金の増減額（△は減少） 3,344

その他の負債の増減額（△は減少） 30,481

その他 △93

小計 1,127,368

利息の支払額 △20,477

利息及び配当金の受取額 3

法人税等の支払額 △90,599

助成金の受取額 1,320

補償金の支払額 △5,000

その他 93

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,012,708
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(単位：千円)
当第２四半期累計期間
(自 2022年10月１日
至 2023年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,427,256

有形固定資産の除却による支出 △1,178

無形固定資産の取得による支出 △2,992

敷金及び保証金の差入による支出 △94,710

敷金及び保証金の回収による収入 12,277

投資その他の資産の増減額（△は増加） △23,319

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,537,178

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,842,000

長期借入れによる収入 171,306

長期借入金の返済による支出 △810,297

社債の償還による支出 △10,000

上場関連費用による支出 △2,000

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,191,009

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △333,460

現金及び現金同等物の期首残高 642,939

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 309,479
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【注記事項】

(四半期損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

当第２四半期累計期間
(自 2022年10月１日
至 2023年３月31日)

役員報酬 42,600千円

給与手当 45,555 〃

役員賞与引当金繰入額 9,000 〃

貸倒引当金繰入額 △202 〃

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

当第２四半期累計期間
(自 2022年10月１日
至 2023年３月31日)

現金及び預金 309,479千円

預入期間が３か月を超える定期預金 - 〃

現金及び現金同等物 309,479千円

(株主資本等関係)

当第２四半期累計期間(自 2022年10月１日 至 2023年３月31日)

１ 配当金支払額

該当事項はありません。

２ 基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

(金融商品関係)

当第２四半期会計期間末(2023年３月31日)

短期借入金が当社の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、四半期貸借対照表計上額に前事業年

度の末日と比較して著しい変動が認められますが、当第２四半期貸借対照表計上額と時価との差額及び前事業年

度に係る貸借対照表計上額と時価との差額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、フレキシブルワークプレイス事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当第２四半期累計期間(自 2022年10月１日 至 2023年３月31日)

(単位：千円)

報告セグメント

合計
フレキシブル

ワークプレイス事業

賃貸及び運営管理 615,124 615,124

設計施工 715,430 715,430

販売 701,015 701,015

その他 8,449 8,449

顧客との契約から生じる収益 2,040,018 2,040,018

その他の収益(注) 1,854,048 1,854,048

外部顧客への売上高 3,894,067 3,894,067

(注)「その他の収益」は、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づく賃貸収入等であります。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第２四半期累計期間
(自 2022年10月１日
至 2023年３月31日)

１株当たり四半期純利益 124円74銭

(算定上の基礎)

四半期純利益(千円) 249,488

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式に係る四半期純利益(千円) 249,488

普通株式の期中平均株式数(株) 2,000,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業年度
末から重要な変動があったものの概要

―

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であ

り、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

２．当社は、2023年２月28日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。当事業年度の

期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益を算定しております。
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(重要な後発事象)

１．重要な固定資産の取得

当社は、2023年４月25日開催の取締役会において、以下の不動産を取得することを決議し、2023年５月９日に売買

契約を締結しています。

(１)取得の目的

さらなる事業拡大のため、オフィス賃貸のための自社保有物件として取得するものであります。

(２)取得資産の概要

① 資産の種類 土地及び建物

② 所在地 東京都目黒区

③ 土地面積 215.89㎡（登記面積）

(３)取得の日程

① 2023年５月９日 不動産売買契約締結

② 2024年３月29日(予定) 引渡し

(４)取得価額

10億円

なお、取得資金については、引渡時の自己資金の充当を予定しております。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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